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1 自己実現 名詞 2121 91.27 2139
2 社会 名詞 296 12.74 331
3 女性 名詞 221 9.51 256
4 ある 動詞 215 9.25 230
5 仕事 名詞 202 8.69 210
6 人 名詞 201 8.65 215
7 自分 名詞 170 7.31 195
8 場 名詞 161 6.93 173
9 子ども 名詞 133 5.72 146


































1 自己実現 2121 91.27 2139 1 自己実現 30 90.91 32 1 自己実現 8 100.00 8 1 自己実現 64 92.75 66
2 社会 296 12.74 331 2 人 5 15.15 6 2 経験 2 25.00 2 2 社会 18 26.09 19
3 女性 221 9.51 256 2 中 5 15.15 6 2 自己 2 25.00 2 3 仕事 12 17.39 12
4 仕事 202 8.69 210 2 能力 5 15.15 5 2 女性 2 25.00 2 4 人 11 15.94 13





























1 自己実現 288 90.85 292 1 自己実現 484 92.72 486 1 自己実現 718 90.89 724 1 自己実現 529 90.43 531
2 社会 43 13.56 51 2 社会 69 13.22 76 2 社会 96 12.15 107 2 社会 66 11.28 74
3 女性 38 11.99 43 3 場 56 10.73 65 3 女性 77 9.75 86 3 仕事 59 10.09 61
4 仕事 32 10.09 32 4 女性 49 9.39 61 4 自分 61 7.72 69 3 人 59 10.09 64
5 場 26 8.20 26 5 人 43 8.24 46 5 仕事 60 7.59 63 5 女性 48 8.21 57
※　全期間および1979年代以前と－1980年代以降のすべて－において、上位5語まで提示している。
1990年代前半（1990～1994年） 1990年代後半（1995～1999年） 2000年代前半（2000～2004年） 2000年代後半（2005～2009年）
「自己実現」における名詞 「自己実現」における名詞 「自己実現」における名詞 「自己実現」における名詞
【図表1-2】　日本語「自己実現」に付随する名詞の時代ごとの単語ランキング（上位5位以内）
全時代（1917～2009年） 1979年代以前（1917～1979年） 1980年代前半（1980～1984年） 1980年代後半（1985～1989年）













































1 社会－ 自己実現 33
2 社会－ 参加 29
3 社会－ 貢献 17
4 社会－ 貢献する 12
5 社会－ 中 11
5 社会－ 目指す 11
7 社会－ 進出 9
8 社会－ つくる 5
8 社会－ 作る 5




















































































































































































1 自己実現 2121 91.27 2139 1 社会 296 100.00 331
2 社会 296 12.74 331 2 自己実現 272 91.89 280
3 女性 221 9.51 256 3 女性 52 17.57 61
4 仕事 202 8.69 210 4 参加 37 12.50 37
5 人 201 8.65 215 5 人 28 9.46 28
6 自分 170 7.31 195 6 個人 24 8.11 25
7 場 161 6.93 173 7 中 22 7.43 23
8 子ども 133 5.72 146 8 子ども 20 6.76 24
9 自己 102 4.39 109 9 自分 19 6.42 22
10 中 96 4.13 101 10 貢献 18 6.08 19
11 教育 76 3.27 87 10 仕事 18 6.08 19
11 個人 76 3.27 81 12 高齢者 16 5.41 19
13 人生 70 3.01 71 13 人間 14 4.73 16
14 人間 68 2.93 71 14 家庭 13 4.39 13
15 能力 65 2.80 66 14 教育 13 4.39 15
16 育児 63 2.71 71 14 目的 13 4.39 13
17 生活 60 2.58 61 17 今 12 4.05 12
18 活動 58 2.50 63 17 自立 12 4.05 12
19 参加 57 2.45 57 17 生活 12 4.05 12
20 男性 55 2.37 60 17 男性 12 4.05 13
21 夢 53 2.28 53 21 意識 11 3.72 11
22 時代 52 2.24 52 21 育児 11 3.72 13
23 私 51 2.19 55 21 活動 11 3.72 14
23 母親 51 2.19 57 21 企業 11 3.72 11
25 テーマ 50 2.15 52 21 欲求 11 3.72 11
26 会社 48 2.07 55 26 自己 10 3.38 12
26 個性 48 2.07 49 26 心 10 3.38 10
26 自立 48 2.07 48 26 生き方 10 3.38 10
26 若者 48 2.07 50 26 日本 10 3.38 10
30 今 46 1.98 46 30 テーマ 9 3.04 9
30 手段 46 1.98 48 30 環境 9 3.04 10
32 道 44 1.89 45 30 障害者 9 3.04 11
33 家庭 42 1.81 43 30 場 9 3.04 9
33 地域 42 1.81 45 30 進出 9 3.04 9
35 ボランティア 41 1.76 44 30 人生 9 3.04 9
35 企業 41 1.76 42 30 尊厳 9 3.04 9
37 目的 40 1.72 40 37 機会 8 2.70 8
38 意識 39 1.68 41 37 自己実現型 8 2.70 8
38 世代 39 1.68 41 37 手段 8 2.70 8
38 生き方 39 1.68 40 37 世代 8 2.70 8
41 高齢者 38 1.64 42 37 生涯 8 2.70 9
41 障害者 38 1.64 45 37 能力 8 2.70 8
41 心 38 1.64 42 43 学習 7 2.36 8
41 欲求 38 1.64 48 43 原則 7 2.36 7
45 生徒 37 1.59 41 43 若者 7 2.36 7
46 環境 36 1.55 38 43 世界 7 2.36 7
46 力 36 1.55 38 43 生きがい 7 2.36 7
48 問題 35 1.51 36 43 男女 7 2.36 8
49 世界 33 1.42 33 43 母親 7 2.36 8
49 目標 33 1.42 35 43 問題 7 2.36 7
【図表3-1】 日本語「自己実現」に付随する名詞の登場頻度ランキングの比較
「自己実現」における名詞 「自己実現＆社会」における名詞
※　「自己実現」と「自己実現＆社会」において、上位50位を機械的に並べている。※　「自己実現」と「自己実現＆社会」において、上位50位を機械的に並べている。
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Ａ　自己実現言説における「社会進出」の特殊性
　先に示された【図表２-１】を見れば確認できるように、第７位に位置する「社会－進出」は９
件カウントされている。よって、「進出」という日本語の全出現件数が９回であることを踏まえる
と、「進出」という言葉を見れば、同時に「社会」という言葉も発見できるのみならず、両者が常
に相互に密接なつながりがあるとみなしてよい。実際、すぐ後に確認するように、すべての話題に
「社会進出」という四文字熟語が関わっているのであり、９件のうち８件は「社会進出」という表
記で登場する。たしかに、残りの１件は「社会的
4
進出」という表記である。だが、それはまさしく
「社会進出」のことを指しているとみなせるので、どの文章も、「社会進出」という四文字熟語を何
らかの形で話題にしているとみなしてよいのである。
　しかも、このことは、それだけに終わらない気づきをもたらしてくれる。全９件において「女性」
という単語そのものが登場し、そのうち「女性の社会進出」（「女性の社会的進出」も含む）という
一連の塊となった表記が登場するのは、９件のうち８件を占める。いずれにせよ、「社会進出」と
いう話題が出るとき、その主体が100％「女性」であるというのは、驚嘆に値する言説論的事実で
ある。次に、具体的な文章に当たって、そのことを具体的に確認する。
Ｂ　「女性の社会進出」の位置づけの変遷
　1980年代後半には、「女性の社会進出」が進んでいるという現状把握がなされる文脈で「自己実
現」が語られている。たとえば、“女性の社会進出が進み、人々の生き方が個性化・多様化し、カ
ルチャースクールに通うなど自己実現志向が強くなっている”（記事タイトル等「［消費者はいま］（１）
無口な王様　企業への“モノ言い”減る（連載）」、読売新聞、1988年12月13日付、東京朝刊、婦人Ａ面）という言
い方がなされている。なお、1980年代後半に「女性の社会進出」という表現が初出することにつ
いては、1986年４月に施行された「男女雇用機会均等法」とも密接に連関すると推察されるもの
である６）。
　次に、1990年代前半は、「女性の社会進出」が推奨される傾向が目立つ。たとえば、“社会進出を
積極的に果たし、高学歴、高収入で余暇の使い方に精通し、自己実現を貫くはつらつとした女性た
ち”（記事タイトル等「女性の時代（経済気象台）」、朝日新聞、1991年７月23日付、夕刊、商況面）では、「す
でに社会進出を果たした女性」が「自己実現を貫く」ことが肯定的に受け止められている。また、
“女性の社会進出や自己実現の機会は増えたが、「良き妻良き母だけで終わる人生は嫌。でも、今の
ように効率優先型の男性社会で働き続けることもしんどい。その狭間で、自分らしさは何か必死
に探し、混乱している状態の女性が多い」といった感想が次々に出された”（記事タイトル等「『フェ
ミニスト・カウンセリング』って何？　自立めざす女性に同性が相談に乗る」、読売新聞、1994年12月26日付、
東京朝刊、生活Ａ面）という表現の中に、社会進出ができていない女性のジレンマが描かれていると
ともに、その当事者が「女性の社会進出」に対して希望を失っているわけではないという姿が鮮明
に映し出されている。とはいえ、中心となる主題は、「社会進出」および「社会的進出」といった
実際的な行動面に置かれているのではなく、まさに「自己実現」にこそあるとみなしてよい。たと
えば、“最近、女性の社会的進出に伴い、キャリアというものが絶対的なステータスのように考え
られがちですが、キャリアとはあくまで自己実現の一つの手段にすぎない”（記事タイトル等「外交官
と別の自己実現の道（声）」、朝日新聞、1993年１月25日付、朝刊、声欄）というように、「女性の社会進出」
より「自己実現」のほうが上位の価値に位置することを主張する意見が見受けられる。翻ってみて、
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「自己実現」とは、「女性の社会進出」の原動力として極めて重要な役割を果たしているとみなせる
ものである。
　さらに、1990年代後半には、「女性の社会進出」が困難になっているという文脈で「自己実現」
がいっそう目立つキーワードと化している。たとえば、“我が国で家事・育児は女性の役割とされ、
社会進出、自己実現の足かせになっている”（記事タイトル等「［ひまわり］性差」、読売新聞、1997年３月
３日付、西部夕刊、夕２社面）という表記では、「社会進出と自己実現の足かせ」として「家事と育児」
が提示されている。ここでは、「女性の社会進出や自己実現」が正しいという前提認識の元に、そ
れを阻むものが批判対象になっているというわけである。
　ところが、2000年代前半には、様相が逆転したかのような印象の文章が主流化する。「女性の社
会進出」に伴う問題が指摘され批判されるという文脈で「自己実現」がキーワード化したものとし
ては、“女性の自己実現、社会進出は大変喜ばしいことであるが、最近の子どもの食生活を見聞き
すると、これはどうかと思う時がある”（記事タイトル等「主婦の子育て、食から始まる（声）【大阪】」、朝
日新聞、2000年10月２日付、朝刊、オピニオン２面）という文章が挙げられる。また、“女性の自己実現、
社会進出は、大変歓迎すべきことだ”と前置きしつつも、“しかし、一方で気になるのは「女性も早
く子育てから解放されて、自己実現しましょう」と言わんばかりの風潮である”とはっきり言った
上で、“これでは、子どもは女性の自己実現を妨げる者ということになってしまいかねない”という
厳しい批判を展開した文章もある（記事タイトル等「社会進出だけ評価する風潮　仕事と子育て（声）　【大
阪】」、朝日新聞、2000年12月７日付、朝刊、オピニオン２面）。さらに、「女性の社会進出」と「自己実現」
との双方に対する本質的な批判を展開した有識者の見解として、“強者たちは、「女性の社会進出」
「自己実現」「自立」などと称して、人々を経済競争・パワーゲームに駆り立てる”（記事タイトル等「子
育て　親である喜び、モラル生む　松居和（私の視点）」、朝日新聞、2002年11月30日付、朝刊、オピニオン１面）
という文章がある。
　あくまでも時代ごとの文章を点としてつないでいって得られた解釈にすぎないけれども、「女性
の社会進出」についての見解を大局的に把握することができそうである。「女性の社会進出」につ
いては、1980年代後に状況把握として初登場した後、1990年代前半には「自己実現」という観点
から理想的姿として推奨されており、1990年代後半は「自己実現」の現実的な困難さの象徴とし
て指摘されるまでになった。だが、「女性の社会進出」は、2000年代前半には批判対象になるとと
ともに、「自己実現」そのものも批判対象になるという流れが読み取れる。いずれにしても、こう
した変化を貫く基盤には、「自己実現は個人主義的なものである」という大前提があり、それが良
いとみられていた時代から、それがあまり良くないように見られる時代へと移っていったという地
殻変動が感じられる。1990年代後半に、“日欧諸国の共通点として、女性の高学歴化とそれに伴う
社会進出、自己実現を最も重視する価値観の個人主義化を挙げた”（記事タイトル等「21世紀へ福祉再
構築　『社会保障』日欧シンポジウム＝特集」、読売新聞、1998年６月９日付、東京朝刊、朝特Ａ面）と報告さ
れているが、ここでは「価値観の個人主義化」として「自己実現」が象徴化されているのである。
Ⅳ　自己実現言説における「社会参加」の重要性
　機会を改めて俯瞰的に確認する予定にしていることだが、自己実現言説において「社会」という
単語も用いているという条件が付いたとたんに、急激に目立ち出す単語がいくつかある。その単語
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の筆頭格は「参加」である。【図表３-１】を見れば明らかなように、「参加」については、「自己実
現」では19位（文章件数57件、文章頻度2.45％、57回出現）にすぎなかったのにもかかわらず、「自
己実現＆社会」では４位（文章件数37件、文章頻度12.50％、37回出現）であり、一気に順位が15
位も上っている。文章頻度を基準とした言い方をすれば、「参加」は、「自己実現」で2.45％にすぎ
なかったのに、「自己実現＆社会」では12.50％まで上昇し、出現する割合が５倍以上も増加してい
ることになる。自己実現言説において「社会」という単語が出現するのに伴う頻出単語として「参
加」は頻繁に登場して欠かせないというわけである。
　実際、「自己実現＆社会」における「参加」の文章件数の37件は、「自己実現」という条件のみが
ついて抽出された「参加」の文章件数の57件を基準にすれば、約65％（37件／57件）も占めていて、
極めて特徴的な単語だとして特筆できる。そして、何より重要なことは、この「参加」が「社会」
との直接的な連関性を持った単語だということである。
Ａ　自己実現言説における「社会参加」の出現頻度の高さ
　先にも見た【図表２-２】によれば、「社会－参加」と表記されているような、名詞「社会」と名詞「参
加」とが密接につながった一連の表現は、29件存在しており、「社会－自己実現」の33件に次いで
２番目に多く頻出している。しかも、これらの一文一文に当たって具体的に確認してみると、この
すべてが「社会参加」という四文字熟語として成語化して登場しているのである。したがって、自
己実現言説において「社会」を含むものは296件あるが、そのうちのほぼ一割に当たる29件の文章
が「社会参加」という言葉で占められているというわけである。
　さらに、「社会参加」という成語として熟していない場合でも、「社会への参加」という表現は、
そのまま「社会参加」に置き換えて差し支えないものである。たとえば、“社会への参加意識、自
己実現の感覚、安心と安全、選択肢の広さなどが国民生活の中でどこまで達成されているのか”（記
事タイトル等「見えぬ新しい『公共』像　2000年度の国民生活白書」、朝日新聞、2000年１月11日付、朝刊、１
経済面）という文章では、このことは該当する。このような例を踏まえれば、実質的に「社会参加」
に相当する内容を含む自己実現言説がさらに多く存在しているとみなせる。
Ｂ　自己実現言説における「社会参加」の特徴
　それでは、「社会参加」という四文字熟語は、自己実現言説において、どのような用いられ方を
しているのであろうか。それは、「自己実現」と「社会参加」との関係を問うことでもある。
　まず第一に、「自己実現」と「社会参加」とが何らかの形で直につながっている表現が圧倒的に
多い。そうした表現は、「自己実現」と「社会参加」とが同時に用いられている文例の全29ケース
のうち26ケースが該当すると判断でき、実に89.6％を占めることになる。たしかに、“各部局に配
分される予算とは別に、「高齢者の生きがい・健康づくりと社会参加の推進」「自己実現を図る学力
向上対策の推進」などの分野で、創意工夫を凝らした新規事業に予算を付ける「おおいた挑戦枠」
（15億円）を新設することも明かにした”（記事タイトル等「広瀬知事が機構改革発表　政策企画担当を強化
　『旧町村部対策監』を新設＝大分」、読売新聞、2007年４月17日付、西部朝刊、大分面）といった表記のよう
に、当時の政策的な流行り言葉がキーワードとして列挙される中で両者がたまたま同居しているよ
うに思われるようなものも、少数ながらある。だが、たとえば“社会参加、自己実現への関心が高
まるのに合わせて団体数、参加者数ともに増えてきた”（記事タイトル等「［ボランティア21世紀］能勢町
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の『アニマルレフュージ関西　アーク』／大阪」、読売新聞、2001年４月４日付、大阪朝刊、大阪２面）のように、
「社会参加」と「自己実現」とが、文章内の近い距離で用いられているものが圧倒的に多いのである。
　実際、1980年代後半にすでに、“ある程度豊かな社会では、人々は利益だけで動くのではなく、
社会参加、自己実現といった価値や、正邪、美醜の物差しで政治行動をとるといわれるが、氏は、
ここでちょっといじわるな見方をする”（記事タイトル「［論点89］《８月》（上）参院選、政治“地殻変動”の
底流（連載）」、読売新聞、1989年８月28日付、東京夕刊、文化面）というように、「社会参加」と「自己実現」
とが並列した表記が見られる。しかも、「自己実現と[や]社会参加」および「社会参加と[や]自己実
現」というように、「自己実現」と「社会参加」とを、助詞の「と」もしくは「や」で接続して一塊扱
いしたような表記が多数見かけられるが、それには16ケースが該当し、「自己実現」と「社会参加」
とが一文の中で同時に用いられる全29件の55.1％を占める。「自己実現」を先に表示し「社会参加」
を後に表示したものとしては、“自己実現や社会参加を図り、多様な選択ができる（岡山市）”（記事
タイトル「自然の魅力　若者の音楽（まち発－田舎発　21世紀へ：１）／岡山」、朝日新聞、1998年１月１日付、
朝刊、岡山）という文章などがあり、「社会参加」を先に示し「自己実現」を後に示したものとしては、
“仕事・家庭への切実な執着と熱意に打たれた秋山さんは「社会参加と自己実現を実現してもらい
たい」と新商品開発を続けた”（記事タイトル等「携帯型点滴を開発　韮崎の機械設計会社『アイメックス』
＝山梨」、読売新聞、2005年11月25日付、東京朝刊、山梨２面）などがある。
　ちなみに、「自己実現」と「社会参加」とが直に接続しているとみなせる文章全体の16件の表記
の仕方について厳密に分類すると、「自己実現と
4
社会参加」が１件、「自己実現や
4
社会参加」が６件、
「社会参加と
4
自己実現」が７件、「社会参加や
4
自己実現」が２件という内訳である。
　ここでは、文章中は「自己実現主体」であるとともに「社会参加主体」でもあるという用いられ
方が頻出することに注目し、その主体が誰か、その主体の属性が何者かについて注目しておく。
　まず何より、「社会参加」という文脈でも、やはり「自己実現主体としての女性」がクローズアッ
プする。1990年代前半においては、「仕事をする目的」という質問事項に対して、“また、女性たち
が仕事をする一番の目的は「社会参加」が三一％、「余暇時間の有効活用」「自己実現」各一七％で、
「必要な収入を得る」（一五％）、「経済的自立」（七％）などを上回っている”（記事タイトル「共同で
出資、働くワーカーズ・コレクティブ10年　質高く、地域に貢献を自負」、読売新聞、1994年12月19日付、東京
朝刊、生活Ａ面）という結果が出ているように、「社会参加」というキーワードは「女性」にとって
何より優先事項となっている。ただし、この質問に対する回答の選択肢として「社会進出」という
表記が用意されていなかったことには、注意を促しておこう。
　ところで、極めて特徴的なことが指摘できる。それは、「女性」の中でも、「母親」という役割に
集約される形で「社会参加」という言葉がクローズアップするということである。たとえば、“生
活、家のローン、教育、自己実現、社会参加など、さまざまの理由から、今の若い母親は懸命に働
いている”（記事タイトル等「病児の保育の制度を整えて（声）」、朝日新聞、1995年６月４日付、朝刊、オピニ
オン面）という言い方からは、抽象的で一般性の高い概念である「女性」ではなく、具体的に限定
された概念としての「母親」が「自己実現」や「社会参加」のために切実なまでに奮闘する姿が読
み取れる。特に、「自己実現－社会参加」という対で表現された事項の主体に、「女性」ではなく「母
親」がなっていることに留意すべきである。たとえば、“子どもだけでなく、母親の自己実現や社
会参加のための公共施設や講座なども掲載した”（記事タイトル等「足で稼いだ子育て情報　福岡の母親グ
ループが本出版　【西部】」、朝日新聞、1997年８月22日付、朝刊、３社会面）や“父親の長時間労働を解消す
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る一方で、母親の社会参加と自己実現をはかり、21世紀を男女共同参画の時代にしたい”（記事タイ
トル「炎暑の首都、主張熱く　４議席に15人の激戦　参院選公示／東京」、朝日新聞、2001年７月13日付、朝刊、
東京１面）という表現からは、「自己実現」と「社会参加」が一括りにされて語られるがゆえの意義
が見出される。先に「女性の社会進出」という表記が熟していることを確認したが、「女性の社会
参加」という表記が見当たらないまま「母親の社会参加」という表記が熟していると言ってよい。
　そもそも、自己実現言説において「参加」という単語は1990年代後半になって急増したもので
あり、「社会参加」も同時期に激増したものである。そして、この時期に「高齢者」もクローズアッ
プする。それは、社会の流れの中で半ば「自然発生的」だったというよりも、「国際高齢者年」と
いう政策的意志が明確に打ち出されてのことである。実際、その翌年の2000年には、“国際高齢者
年の目的は「意識改革」「社会参加」「自己実現」の三つに要約されていた、と思う”（記事タイトル
等：「［気流］『厚生白書』は官僚の作文？　講師・井上正敏 66（兵庫県姫路市）」、読売新聞、2000年８月８日付、
大阪朝刊、気流）といった総括も見受けられるし、“国連は91年、「高齢者の自立、自己実現、社会参
加、ケア、尊厳」などを明記した「高齢者のための国連原則」を採択”（記事タイトル「つながる熟年
NGO　社会貢献の『主役』に」、朝日新聞、2001年５月７日付、夕刊、ほがらか１面）といった原則の再確認
も行われている。
　この原則の影響も少なからずあるだろうが、2000年代後半には、「高齢者」が社会から恩恵を受
ける客体にとどまるものではなく、「自己実現・社会参加主体」として積極的に生きようとする当
事者だという発想が広まっている。たとえば、“「養護施設や病院など寄贈先も私が選ぶのよ」とい
う弾んだ声に、高齢者の社会参加と自己実現を促すラマダンの効用を感じた”（記事タイトル等「［世
界の高齢者］エジプト　断食月、満ちる互助精神」、読売新聞、2006年10月24日付、東京夕刊、安心Ａ面）といっ
た文章のように、海外の事例を参照して「高齢者」の主体性を強調するものがある。さらに、“こ
の考え方自体を否定する判例はその後、ないとして、原告側は「憲法が保障しているのは、高齢者
が自己実現や社会参加をできることだ」と主張”（記事タイトル「『最低限の生活』問う　生活保護の『老
齢加算』廃止、26日初判決　【大阪】」、朝日新聞、2008年６月17日付、朝刊、生活１面）という文章からは、「自
己実現と社会参加」が憲法論議にまで影響を及ぼしていることが確認できる。なお、「高齢者」と
いう表現を用いていなくても、「退職後」という表記が見受けられれば「高齢者」の状況が話題に
なっていると考えてよい。“豊富なビジネス経験を持つ団塊世代にとって、退職後の社会参加や自
己実現ができる場として関心が高まっている”（記事タイトル等「［団塊通信］シニア海外ボランティア　
豊富な経験を途上国支援に＝新潟」、読売新聞、2007年５月25日付、東京朝刊、新潟２面）という文章は、「団
塊世代」に焦点化されているとはいえ、「高齢者」一般に通じる話題として「社会参加と自己実現」
の達成可能性が模索されているものである。
　また、2000年代は、「自己実現・社会参加主体」として「障害者」という属性がクローズアップ
した時代である。たとえば、“障害者の社会参加と自己実現の権利を考えれば、これは歓迎すべき
ことです”（記事タイトル「妊産婦は男性の助産を望むか　茅島江子（論壇）」、朝日新聞、2001年３月６日付、
朝刊、オピニオン１面）という文章は、「障害者の権利」として「社会参加と自己実現」を前提にした
ものである。また、「障害者が社会参加や自己実現を図ること」を直接・間接に支援する動きとし
て、“同工房は、パン作りを通して障害者の社会参加と自己実現を図ろうと、一九九六年十二月九
日の障害者の日、いわき市久之浜町末続の海辺の丘にオープンした”（記事タイトル等「いわきの岬学
園共働作業所『かもめパン工房』　障害者と健常者が協力＝福島」、読売新聞、2001年１月27日付、東京朝刊、福
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島２面）、“６月に県内五つの知的障害者更正施設が、創作活動を通じて障害者の社会参加と自己実
現を図り、情報交換を進めようと、「はぁとねっと運営委員会」（山崎宇左エ門委員長）を設立”（記
事タイトル「障害者のさをり織り、洋服に　専門学校生、ショーで披露　福井で４日／福井県」、朝日新聞、2005
年12月１日付、朝刊、福井全県・１地方面）、“障害者の社会参加や自己実現をはかろうと、県は、３月
に「工賃倍増５か年計画」を策定し、その一つとしてカタログを作成した”（記事タイトル等「授産施
設のカタログ作成　県、障害者賃金アップ目指し＝愛知」、読売新聞、2008年５月29日付、中部朝刊、愛知２面）
が挙げられる。なお、一見して些細なことのようだが、「障害者」が主体とみなされた場合、常に
「自己実現と[や]社会参加」という表記でなく「社会参加と[や]自己実現」として表記されているこ
とを強調すべきだと考える。というのは、これらの対表現において「社会参加」が先に来て「自己
実現」が後に来るという順番になる必然性があるのは、「抽象性の高い心理状況としての自己実現」
よりも「具体的な行動としての社会参加」のほうが当事者にとって切実に感じられて、諸々の要望
における優先順位が高くなっていると推察できるからである。この順序からは、何より「社会参加
そのもの」が求められているのであり、「社会参加を通じた自己実現」ができるならば、より望ま
しいといったニュアンスが感じられる。
　他には、2000年代には、「自己実現・社会参加主体」として「子ども（子供、こども、児童）」
にも焦点が当たり出していることを忘れてはならない。たとえば、“NGO（民間活動団体）代表や
学識経験者らによる、子供の社会参加と自己実現をテーマにしたパネルディスカッションもある”
（記事タイトル等「人権テーマにシンポジウム　大平光代弁護士が講演　14日、天王寺区で／大阪」、読売新聞、
2000年12月６日付、大阪朝刊、大阪２面）では、「子どもが主体となった社会参加と自己実現」が主題
化されている。また、“津市のセントヨゼフ女子学園高校で９日、読売新聞の連載「教育現論」の
記事を使った現代社会の授業が行われ、１年生の生徒37人が、自己実現と社会参加について学ん
だ”（記事タイトル等「読売新聞の記事使って授業　セントヨゼフ女子学園高校＝三重」、読売新聞、2006年６月
10日付、中部朝刊、三重Ａ面）では、「子ども」という表現は出てこないけれども、高校に通う生徒が、
他人事としてでなく自分自身の課題として「自己実現と社会参加」を学んでいるのである。いずれ
にしても、「自己実現と社会参加」の問題を、子どもが大人になった後の課題としてでなく、まさ
に子ども時代を生きる当事者として扱うような考え方が出てきたのである。
　つまるところ、様々な属性の人々が「自己実現と社会参加」の主体としてクローズアップするが、
ある意味で特記すべきことがある。「母親」・「高齢者」・「障害者」・「子ども」といった属性は、従
来は「社会的弱者」として、もっぱら扶養・養護・保護客体とみなされることによって、体よく「社
会に参加すること」からは遠ざけられてしまうことが多かった。だが、あえて仰々しい言い方をす
れば、このような形で「社会」からは除外されがちだった属性の人々の錦の御旗のごとく「自己実
現と[や]社会参加」もしくは「社会参加と[や]自己実現」という対表現が掲げられていることに注
目すべきなのである。
　それでは、漠然と並列されて用いられている「自己実現」と「社会参加」とは、どのような関係
にあるのか。両者の関係を読み取れそうな表現も、少数だが存在する。たしかに、“寄付は社会参
加であり、自己実現でもあると思える社会を実現したい”（記事タイトル「NPOへの寄付、支援協会設立
へ　来月18日、記念シンポジウム／東京都」、朝日新聞、2009年１月22日付、朝刊、都・２地方面）という文章
は、「寄付」を媒介として「社会参加」と「自己実現」とを同一化させてしまうような曖昧な表現
である。だが、“むしろ、それまでの人生で蓄積してきた職業能力、経験、趣味、生活文化をホー
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ムページなどで発信するという意欲や、職業を離れても身近な地域社会を基点に、社会参加を通し
て自己実現するという意欲にあふれているということである”（記事タイトル等「［論点］高齢者と創る
IT社会　清原慶子（寄稿）」、読売新聞、2000年９月７日付、東京朝刊、解説）という文章の中の「社会参加
を通して自己実現する」という表現は、「社会参加」が「自己実現」にとって手段的位置にあるこ
とを明示したものである。また、“趣味やスポーツ、芸術などの学びや社会参加活動は、本人の生
きがいや励みになり、自己実現にもつながる”（記事タイトル「［編集手帳］高齢者の学習活動」、読売新聞、
1997年９月15日付、東京朝刊、一面）という表記も、「社会参加」が「自己実現」へと至る媒介として
有効であることを述べているものであり、やはり「社会参加」が「自己実現」にとって手段的な活
動だという前提に立った表記である。さらに、“県は「人権への配慮」「社会参加など自己実現」「県
の責務」などを盛り込む考えを示した”（記事タイトル「きらら博協会への職員派遣など論議　県議会委＝
山口」、読売新聞、2000年３月15日付、西部朝刊、山口面）で「社会参加など自己実現」と述べられてい
る部分は、複数ある「自己実現」のあり方の一つとして「社会参加」が例示されているものだとみ
なせる。このように、「自己実現」のほうが「社会参加」より上位概念に位置するという前提を読
み取れる文章が、いくつか存在しているのである。
Ⅴ　自己実現言説における「社会貢献」のクローズアップ
　自己実現言説において「社会」との絡みで極めて特徴的なことが、「貢献」という単語について
も言える。「自己実現」の名詞ランキングでは84位（文章件数23件、件数頻度0.99％、24回出現）７）
にすぎなかったのにもかかわらず、【図表３-１】から確認できるように、「自己実現＆社会」では
10位（文章件数18件、件数頻度6.08％、19回出現）であり、一気に順位が74位も上がり、飛躍的な
上昇を見せている。件数頻度を基準とした言い方をすれば、「貢献」は、「自己実現」で0.99％にす
ぎなかったのに、「自己実現＆社会」では6.08％になり、出現する割合が６倍以上も増加している。
実際、「自己実現＆社会」における「貢献」の文章件数の18件は、「自己実現」という条件のみがつ
いて抽出された「貢献」の文章件数の23件を基準にした場合、約78％（18件／23件）も占めている。
見方を変えれば、自己実現言説において「貢献」という単語を見かけた場合は、ほぼ八割方「社会」
という単語も同時に見つけられるということがわかるのである。そして、この「貢献」という単語
についても、「社会」との直接的な結びつきにおいて注目すべきなのである。
Ａ　自己実現言説における「社会貢献」の出現頻度の高さ
　先に見たような【図表２-１】において三番目に多いのは、「社会－貢献」と表記されているもの
であり、名詞「社会」と名詞「参加」とが密接につながった一連の表現が17件存在して頻出して
いることを示している。具体的に確認してみると、「社会への貢献」という表記が２件見受けられ
るけれども、残りの15件はすべて「社会貢献」という四文字熟語として登場する。
　さらに、四番目に多い「社会－貢献する」が、名詞「社会」と動詞「貢献する」とがつながった
ものであり、かつ12件カウントされていることも併せて考えると、自己実現言説には「社会貢献」
という意味合いで用いられているものが多数存在することが確認できる。たしかに、“国際的に競
争力のある専門的人材をどんどん育てていくことで、そういう人たちが自己実現をしながら、経済
の発展にも貢献していくという社会が望ましい”（記事タイトル等「［国家戦略を考える］（３）多様性認め
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る社会に　人口減に備え発想転換（連載）」、読売新聞、2005年１月４日付、東京朝刊、政治面）という文章の
中の「自己実現しながら、経済の発展にも貢献していく社会」という表記のように、「社会」の性
質を形容する意味合いで、先に「貢献する」という動詞が登場するような使われ方も一例だけ存在
している。だが、その他は「社会」という動詞が先に来て「貢献する」という動詞が後に来るパター
ンばかりである。具体的には、「社会貢献する」という表記が１件、「社会に貢献して生きる」とい
う表記が１件、「社会に貢献する」という表記が３件、「社会に貢献できる」という表記が１件、「社
会にどう貢献しうるか」という表記が１件、「社会のために貢献する」という表記が２件、「社会に
貢献し、自己実現の道を探る」という表記が１件、「社会に貢献し、自己実現を果たす」という表
記が１件あるという具合である。
　この中でも、「社会貢献する」という四文字熟語を動詞化した表記が１件あることを強調してお
くならば、名詞の「社会貢献」の15件と動詞の「社会貢献する」の１件とを合算すると、「社会貢献」
という四文字熟語が出てくる件数が16件あることになる。いずれにせよ、「社会－貢献」の17件と
「社会－貢献する」の12件とを合算した29件はまさに「社会貢献」について述べたものであり、「社
会」の296件の一割近くの9.8％（29件／296件）を占めている。
　ところで、筆者として思いがけず発見できたことを補足しておくと、一つの文章の中では、「社
会貢献」と「社会参加」とが同時に用いられる事例は存在しない。同様に、「社会貢献」が「社会
進出」と同時に用いられている文章も見つからない。ついでに、「社会参加」と「社会進出」とが
同時に用いられていることもない。つまり、「社会貢献」が「自己実現」と同時に用いられるとき、
「社会参加」や「社会進出」という言葉は出てこない。同様に、「社会参加」が「自己実現」と同時
に用いられるときには、「社会貢献」や「社会進出」という言葉は出てこないし、「社会進出」が「自
己実現」と同時に用いられるときに「社会貢献」や「社会参加」という言葉は出てこない。その点
から推察するに、発言者や論者の意識の中で、これら三つの単語はほぼ同義語のように感じられて
いて、半ば無意識に重複を嫌ったためだと思われる。
　とはいえ、実際には、これらは相当にニュアンスの違う単語であるので、「社会参加」・「社会貢
献」・「社会進出」の扇の要として「自己実現」が機能していることに十分な意義が見出せる。特に、
「社会参加」や「社会進出」は、「社会」に向けた個々人や集団などの動きが始発点たることが強調
される言葉だとみなせるのに対して、「社会貢献」とは、そうした動きの帰着点もしくは目的・目
標としての「社会」が強調されているという対比が可能なことを考慮すれば、各々の文章に含まれ
る「自己実現」の意味あいにも相当な違いがあるはずだということを付言しておきたい。
　
Ｂ　自己実現言説における「社会貢献」の特徴
　先に見たような「自己実現」と「社会参加」が対となった表現として極めて多く出現するという
事態に比すれば若干少ないが、「自己実現」と「社会貢献」とが対となった表現もかなり見かけら
れる。ここでは、「自己実現」と「社会貢献」との関係について、内容論的観点でなく形式論的観
点から把握することを基本にして説明することにしよう。その場合、いくつかの典型的パターンを
指摘できる。
　第一のパターンは、いくつかの事項が羅列される中で、「自己実現」と「社会貢献」とが同居す
るものである。まず、“加藤副校長はテキストを使いながら、仕事の意義は〈１〉生活維持〈２〉
社会貢献〈３〉自己実現――にあると説き、企業の利益や給与、社会保険の仕組みを解説した”（記
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事タイトル等「〈教育ルネサンス〉キャリア教育（５）教材で『職業』理解を（連載）＝新潟」、読売新聞、2006
年11月25日付、東京朝刊、新潟２面）といった記事内容は、「仕事の意義」が「生活維持」・「社会貢献」・
「自己実現」といった三分類に体系的に整理された中で、「社会貢献」と「自己実現」とが同列に扱
われている例である。また、“公約として、１億円の基金を設けて社会貢献活動に取り組む市民へ
の資金提供や、教育を通じて自己実現ができるように、意欲のある学生に対する奨学金制度の新設
を掲げる”（記事タイトル等「須坂市長選　候補者の横顔＝長野」、読売新聞、2008年１月15日付、東京朝刊、
長野面）という文例では、「基金」の使い道として、「社会貢献活動」と「教育を通じた自己実現」
がほぼ同列に並べられたものだとみなせる。
　第二に、「自己実現や社会貢献」もしくは「社会貢献や自己実現」というような表記で、「自己実
現」と「社会貢献」とが同じか異なるのかがほとんど意識されないまま、両者が漠然とつながって
いるパターンである。このパターンがかなり多く、17件のうち５件を占める。たしかに、“企業も
社会貢献に取り組み、併せて社員の自己実現の機会を確保する”（記事タイトル等「貢献より昇進!?　ボ
ランティア休職制度の募集難航　【大阪】」、朝日新聞、1992年９月28日付、朝刊、１社面）というように、文
章で内容をはっきりさせながら「社会貢献」と「自己実現」の位置づけを語るようなものもある。
だが、多くは、「自己実現」と「社会貢献」との異同などが意識されないまま、対関係が当然のよ
うに成り立つかのごとく用いられている。たとえば、“「社会貢献、自己実現の意識の方が高い」（同
課）”（記事タイトル等「私は女性起業家　夢を形にしたら会社になった　自治体も支援セミナー」、読売新聞、
1996年６月８日付、西部夕刊、夕社会面）という言い方は、両者を混同した調査結果だと評価しても差
し支えない。また、“目指すべき分権型社会を、住民が自発的活動を通じて自己実現や社会貢献が
できる”（記事タイトル等「県の地方分権推進方針公表　『分権型』定義など／三重」、朝日新聞、2003年４月９
日付、朝刊、三重２面）、“コミュニティービジネスの目的は利益ではなく、社会貢献や自己実現”（記
事タイトル等「雇用創出、NPOに活路（にいがたの選択　03総選挙）／新潟」、朝日新聞、2003年10月19日付、朝
刊、新潟１面）、“働くことは社会貢献や自己実現に寄与する”（記事タイトル等「『障害者の方々に働く場
を』　優良事業所など表彰　雇用支援月間決起式＝宮崎」、読売新聞、2008年９月４日付、西部朝刊、宮崎面）、“私
は自己実現や社会貢献を仕事の目的にできていない”（記事タイトル等「（声）若い世代　仕事の面白さ、
今に感じたい」、朝日新聞、2008年９月28日付、朝刊、オピニオン２面）といった表現は、半ば自明のごと
く「自己実現」と「社会貢献」といった二項目を一括りにして一項目として扱っているように見え
る。だから、“市民生活の質向上に向けた自己実現や社会貢献欲求、そんな場や機会の提供が一層、
必要だと考える”（記事タイトル等「川口市長選　候補者の横顔／埼玉県」、朝日新聞、2009年５月15日付、朝
刊、埼玉・１地方面）という文章の中の「自己実現や社会貢献欲求」という表現は、「自己実現」と「社
会貢献欲求」との組み合わせではなく、「自己実現や社会貢献」についての「欲求」と理解するの
が妥当だと言える。
　だが他方で、第三のパターンとして、「自己実現」と「社会貢献」とを別物として明示的に分け
て考えている文例を指摘する必要もある。たとえば、1990年代前半において、“「社会貢献」から「自
己実現型」へ”（記事タイトル等「［個性派セミナー］金子郁容さん　ボランティア　自発的な行動評価して」、
読売新聞、1993年８月17日付、東京夕刊、タスク面）というように、前者から後者への歴史的移行があっ
たことを示す明確な表記の後に、“かつては、「社会の役に立ちたい」との動機で始める「社会貢献
型」のボランティアが多かったが、最近では「友だちが欲しい」「自分を再発見したい」という「自
己実現型」が主流”（同上）というように、各々の単語に具体的な説明がついた文章が存在していた。
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20世紀末に結果発表された調査においても、“ただ、「自己実現」派も、自分のやりたいことが明確
な人ばかりではない”という留保付きで、“最も多かった答えは「自己実現」で四八％”であり、“次
が「生活」で二六％、「社会勉強」が一四％、「社会貢献」が五％だった”（記事タイトル等「採用側と
学生側、意識にギャップ　就職活動（就活）」、朝日新聞、2000年11月21日付、朝刊、くらし面）というように、
「自己実現」と「社会貢献」とを別物にみなすべきという問題意識に基づいた表現も存在する。そ
して、重要ポイントとして強調すべきことは、“起業には自己実現の方法という私的な側面ととも
に、事業を通じた社会貢献という公的な側面もあるはずだ”（記事タイトル等「［ベンチャー新世紀］一
言　米田道生・大阪証券取引所社長　社会貢献の『何か』」、読売新聞、2004年１月13日付、大阪朝刊、ビジ特面）
という文章に典型的なように、「自己実現」が私的なものであるのに対して「社会貢献」は公的な
ものであるという鮮明な対比が示されたからこそ、両者を相補的な一対のものと化した成語として
扱える可能性が開けているという逆説である。
　いずれにせよ、「自己実現」が「社会貢献」と同時に用いられるとき、「自己実現」は個人本位の
考え方であるがゆえに、社会本位の考え方としての「社会貢献」を対にして用いてバランスを取ろ
うとする考え方が背景に見え隠れする。裏返せば、「自己実現や社会貢献」および「社会貢献や自
己実現」が繰り返さるたび、「自己実現」が基本的には個人本位に基づく概念だと刷り込まれるこ
とになる。ちなみに、「自己実現と
4
社会貢献」および「社会貢献と
4
自己実現」というような、「自己
実現」と「社会貢献」とを直に助詞「と」で接続した表記は見当たらなかった。
　第四に、「自己実現」が主であり「社会貢献」が従であるかのような意味合いを持つ文章がかな
り見かけられることである。たとえば、“NGO活動や地域社会活動を通ずる社会貢献に自己実現を
見いだす層が増えているが、そうした活動の充実のために、生涯学習に投資する意義は大きい”（記
事タイトル等「自分を高めることに投資しよう　福川伸次（論壇）」、朝日新聞、1998年３月24日付、朝刊、オピ
ニオン面）といった文章では、「社会貢献といった現象」の中に「自己実現という本質」を見出す人
が多いという事実認識を踏まえて、そうすることが奨励されている。また、「自己実現」が目的に
位置していて、その手段的な次元に「社会貢献」が置かれている表現としては、“社員の自己実現
と豊かな生活の支援が狙いで、人材育成制度や育児・介護、社会貢献のための休暇制度を充実させ
た”（記事タイトル等「シンポジウム『21世紀の企業像－良い会社ってなに？』」、朝日新聞、2001年２月27日付、
朝刊、東特集○面）という文章を例示できる。また、“定年を迎えた団塊世代が自己実現を図りなが
ら社会貢献もできる生き方、働き方について考える”（記事タイトル等「『団塊世代の仕事とお金のこれか
ら』フォーラム　26日東京しごとセンターで」、読売新聞、2008年４月17日付、東京夕刊、安心Ｃ面）は、「自
己実現を図りながら社会貢献もできる」というように、「自己実現」がメインとなり「社会貢献」
が「ついで」になった言い方である。
　なお、「社会への貢献」という表記が用いられてはいても、「社会貢献」という四文字熟語までは
出てこない文章も挙げておくと、“ドリームマップは将来の自分の目標を、精神面や社会への貢献
など４項目にわたって具体的に記し、自室に掲げて自己実現を図る”（記事タイトル等「夢を『地図』
に自己実現図る　就活大学生に講演／愛媛県」、朝日新聞、2008年12月２日付、朝刊、愛媛全県・１地方面）が
ある。次に、“A1サイズの用紙を４分割し、「物質的な面での自己実現」「精神的な面での自己実現」
「社会への貢献」「他者への貢献」について自分の夢を描いていく”（記事タイトル等「夢や目標、地図
にして　毎日眺め意識持続」、読売新聞、2009年１月29日付、東京夕刊、女性Ａ面）というようなワークショッ
プの実践にまで至れば、明確に「自己実現」と「社会貢献」とが区別されているとみなさざるをえ
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ない。さらに、“権利を尊重し、義務を果たすことが社会への貢献となり、自己実現へのステップ
になります”（記事タイトル等「真夏の成人式　浴衣姿、バーベキューも＝石川」、読売新聞、2002年８月16日
付、東京朝刊、石川２面）という文章では、「社会貢献」が「自己実現に至るための段階」であると明
示することにより、上位に位置する「自己実現」に至るための手段として下位の「社会貢献」を提
案していると解釈することができる。いずれにせよ、現代的文脈で「自己実現」と「社会貢献」と
の関係が問われる際には、同等か、そうでなければ前者が後者の上位もしくは主に位置するという
傾向が読み取れるのである。
　まとめにかえて
　今回の作業を通じて、新たな発見が多数あった。それらの中には、ある程度まで漠然と予測でき
ていたものもあったが、多くはテキストマイニング手法を用いていなければ全く見過ごされたまま
だった可能性の高い新たな発見であり、本論文の執筆開始時に構想していた内容構成を根底から変
更しようと、筆者に途中で決断させるほどまでに影響を与えている。特に、「社会参加」・「社会貢
献」・「社会進出」といった３つのキーワードがクローズアップしたことは、極めて画期的なこと
だった。加えて、その新たな発見についても、ある程度の水準までの実証も兼ねることができたと
考えられる。よって、本稿の成果により、「自己実現」というキーワードを中軸として、従来はほ
とんど無自覚的に形成された諸々の言葉に対する前提認識の数々が明るみに出たことになろう。
　なお、筆者の経験則になってしまうが、テキストマイニングは、量的分析を多角的に進めた後に
質的考察を行う方が効率よく効果的である。本稿では、もっぱら単語どうしの係り受け関係を把握
することから文章解析まで行ったので、次回は改めて量的次元から「社会」について俯瞰すること
が必要とされる。というのは、今回は、この言葉の言説論的位置づけを明らかにするやり方とし
て、全体状況を俯瞰することを脇に置いて、この言葉の特徴に焦点化することを優先したことにな
るからである。いずれにせよ、今回と次回との成果を合わせることにより、歴史的文脈を帯びた自
己実現概念は、よりいっそう明らかになることが期待される。
－注・引用文献－
１）本稿は、以下の拙稿の続編となっていて、本文で逐一説明を入れないまま用いていることで不
明点があった場合には、参照のこと。佐々木英和「現代日本語『自己実現』の特徴を実証する基
礎データの提示－質的データの量的把握による整理－」、宇都宮大学教育学部編『宇都宮大学教
育学部紀要』第64号第１部、2014年所収、221～246頁。以下、「佐々木、前掲論文、2014年ａ」
と記す。
２）佐々木英和「明治中後期における自己実現思想の輸入の様相－日本語『自我実現』の創造にイ
ギリス理想主義が果たした役割－」、行安茂編『イギリス理想主義と河合栄治郎』、世界思想社、
2014年所収、203～205頁。
３）中島力造「ジェー、エチ、ミュイアヘッド氏倫理学」、哲学会編『哲学雑誌』第11巻第106号、
哲学雑誌社、1895（明治28）年12月10日発行所収、984頁。なお、漢字について、旧字体は新字
体にした。また、アンダーラインは引用者による。以下同様。
248
４）同上、983頁。
５）佐々木、前掲論文、2014年ａ、233頁、【図表４-２-ｂ】。
６）男女雇用機会均等法の最新動向については、以下のホームページを参照のこと。http://www.
mhlw.go.jp/general/seido/koyou/danjokintou/danjyokoyou.html
７）佐々木、前掲論文、2014年ａ、232頁、【図表４-２-ａ】。
【付記】
　本稿には、以下の研究費の活用により得た成果が生かされている。財団法人上廣倫理財団研究助成「日
本の自己実現思想における『個人と社会との調和』概念の倫理学的展開と社会的受容」（佐々木英和研究代
表、平成24～26年）、科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）「明治・大正・昭和初期の日本における自己実現
思想の教育学的展開と教化政策」（佐々木英和研究代表、平成25～27年度、課題番号25381010）。
 （平成26年10月１日提出）
